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我が国の科学技術の現状

　21 世紀の社会が直面する地球規模の課題の解決や，
国の持続的繁栄，人びとの豊かな生活の実現に向け
て，科学技術・イノベーションが重要な役割を果たす
ことは，国連が進める「2030 アジェンダ」においても
強調されており，各国は科学技術の振興に熾烈な競争
と地政学的な状況の急激な変化の中での共創を繰り広
げている。先進各国は，先端技術開発とイノベーショ
ンを加速し，その地位を維持しようとしている。多く
の開発途上国も，先端技術による発展を中核に据えて
おり，科学技術への投資を急増させ，それを基盤に国
際的な連携を深めている。戦略的な競争と共創の中
で，科学技術の発展によって世界の勢力図は大きく変
わろうとしている。
　日本は，大学を中心に多くの科学技術人材が世界と
の学術ネットワークを構築し，1980年代には世界に冠
たる科学技術大国となった。産業界も自前の研究を推
進し，多くの研究開発人材を世界に送り出してきた。
こうして構築された国際的な科学技術ネットワーク
は，人材の流動を通じて，世界の研究活動に寄与して
いた。しかし今や，大学における国際的な人材の流動
性は縮小し，企業の研究所も縮小され，産業界からの
基盤的研究への寄与は減少している。上記に述べた近
隣諸国との熾烈な競争の中で，日本の科学技術の存在
感は薄れている。科学技術先進国とは名ばかりの状態
ではないかと危惧される。

科学技術・イノベーション実現の要件

　今世紀になって以降，科学技術政策は従来の科学技
術振興政策に加えて，社会公共政策としての性格を強
めている。社会が，社会的課題の解決，経済的繁栄の
実現などのため，科学技術に大幅に依存するようにな
り，科学技術政策が関与する領域は国を超えて飛躍的
に拡大しつつある。

　科学技術・イノベーションの実現には，基盤的な科
学技術とともに，組織のガバナンス，経済と投資，女
性研究者など研究人材の多様性と流動性，個人と集団
としての行動の包括的で統合的な取り組みが必須であ
る。このため，様々な観点から多様な利害関係者が境
界を越えて参加する必要がある。何よりも重要なの
は，科学技術を推進する個人と関連組織の多様性と人
材の流動性に加えて，国際的な人的ネットワークであ
り，それが科学技術・イノベーションの基盤となる。
加えて，科学技術政策の立案に研究開発者，その需要
者の声が生かされていることがその成否を決定する。

科学技術外交力の戦略的強化

　外交と科学技術は今や不可分の関係にあり，外交力
には科学技術力が深く関与する。科学技術外交は，外
交政策の意思決定や地球規模課題の解決に科学技術の
知見を活用する「外交の中の科学」，科学技術力や研究
者の国際ネットワークを国家間の関係構築・強化に活
用する「外交のための科学」，外交を通じて科学技術分
野での国際協力や科学技術の国内振興を促進する「科
学のための外交」に加えて，近年，グローバルレベル
での「新興科学技術未来予測」と「テクノロジーアセ
スメント」の結合ともいうべき，「予測に基づく科学外
交」が議論されている。自然科学，工学，社会科学だ
けではなく，人文科学や哲学を含む科学のあらゆる分
野における将来の画期的な進歩や新たなトレンドを予
測することは，かつてないほど重要になっている。科
学技術の急速な進展とともに，AI，バイオ，ナノ，量
子技術，脳科学などの分野融合が進み，社会のあり方
を大きく変化させる技術が現れることが予見される。
この知識と理解は，人類を望ましい方向に導くため，
市民，科学者，技術者，外交分野の専門家をはじめ多
くの利害関係者の間で真摯な議論が共有され，合意形
成に活用されることが期待される。こうした状況にお
いて，将来何が起きるのかを科学的に理解し，国際的
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なルール作りに対応できる戦略構築を可能とする外交
システムを実装する必要がある。すなわち，我が国の
国益と国際社会の公益に資する科学技術外交のグロー
バルガバナンスを持つことは極めて重要である。ま
た，科学技術外交のターゲットは先進諸国だけではな
い。新たな開発協力大綱の改定にあるように，開発途
上国との科学技術外交強化は大きな課題となってい
る。外交の最重要ツールの 1 つである開発協力をより
効果的・戦略的に活用する必要がある。それは卓越し
た人文・社会科学を含めた科学技術力と我が国の科学
技術コミュニティーが世界との強力で多層的な学術
ネットワークを有していて初めて可能となる。

学術の発展を担う大学の強化と 
科学技術イノベーション人材の育成・確保

　大学は，国を支える基盤であるとともに，自律した
個人の集団で，その自律性と自由な発想が学術の発展
には不可欠であることは論を俟たない。加えて，重層
的な大学群の中で，構成員が若手，女性研究者など多
様性を備えており，個々人が国際的な循環・流動の中
で，グローバルな学術ネットワークに深く繋がり，そ
の存在を世界に示していることが重要である。多様な
構成員から自律分散的に生まれてくる研究成果を広く
協調させるとともに，国内外の社会からの要請や課題
を学術的課題として昇華させ，ナレッジ・エコシステ
ムを構築し，社会と連携して，イノベーションにつな
ぐことにより社会的価値を生み出していくことが重要
である。これらの取り組みに対応するための複層的な
仕組みを構築，実装し，透明性の高いガバナンスの下
に，官民からの学術への安定的で柔軟な投資を拡大す
る必要がある。
　中でも，我が国の少子化が急速に進行する中で，科
学技術のフロンティアを開発する人材や，この成果を
迅速に社会実装するために必要な人材の育成・確保は
焦眉の急である。喫緊の課題としては，博士課程に進
学する学生の著しい減少があり，研究力の継続性が大
きな課題となっている。特に，修士課程の学生が，博
士課程に進学した場合のキャリアパスが明確ではな
く，閉塞的に見えていることが，彼らが進学を躊躇う
大きな要因である。社会におけるキャリアパスは単線
的ではないとの認識とそれを奨励する人事運用が必要
である。すなわち，大学・国研・企業など組織間にお
ける研究人材の国際的な循環・流動を推進し得る人事

制度の設計とその実現，定着が必須である。しかしこ
れだけでは，若手研究人口の減少に対して不十分で，
女性研究者の積極的任用，海外の優秀な研究者の招聘
や日本への定着を拡大する必要がある。加えて，グ
ローバルな観点で豊富な人脈を有する人材の育成と戦
略的な登用が最重要課題であり，そのための積極的な
投資と，これらを担保する人事制度，研究開発制度改
革などの環境整備を社会として推進，構築をただちに
実行する必要がある。

国際的人材流動性の確保と 
科学技術外交ネットワークの拡大

　こうした取り組みを通じて，我が国の科学技術危機
の最大の要因と考えられる多様性の欠如と国際ネット
ワークの貧弱さが解消され，結果として，研究論文の
質，量ともに増加し，国際共同研究も増え，国際共著
論文数，論文被引用数，主要論文誌の編集者も増加す
るものと期待される。さらに，在外公館が積極的に科
学技術外交に関与することにより，外交官の科学リテ
ラシーの向上，人脈の形成，ひいてはより戦略的な科
学技術外交の推進が可能となる。内外の科学技術者と
外交官との密な対話を通して，「予測に基づく科学技
術外交」が展開され，実質的な科学技術イノベーショ
ンの実現が図られる。こうした多様な人材の育成に社
会として投資を行い，グローバルで多層的な科学技術
ネットワークを構築することが，我が国の科学技術危
機を救うことになる。外交は外交官によってのみ行わ
れるものではない。学術政策は政策立案者によっての
み作られるわけではない。これらに資する外交政策，
科学技術政策が，学会員各位の当事者としての参画に
より，強力にかつ柔軟に推進されることを期待した
い。
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